
令和4年12月7日 一般社団法人国立大学病院長会議 会長 横手幸太郎

国立大学病院長会議 記者会見



日本医療機器販売業協会と国立大学病院長会議が
協力して構築する「PPE（感染防護用品）データベース構築」
の取組について ー進捗報告－
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PPE（感染防護用品）データベース構築について

目的：サプライチェーンの強化

使用者の購入実績データベース

流通のための商品マスタデータベース××
国立大学法人法に定める法人により開設された病院（国立大学病院）
における診療、教育及び研究に係る諸問題並びにこれに関連する重要
事項について協議し、相互の理解を深めるとともに、意見の統一を図
り、我が国における医学・歯学・医療の進捗発展に寄与する。

会員企業の経営基盤強化を主施策とし、その施策を通じ
て、先進的な医療の推進拡大、国家的課題である医療費
の効率的な運用と医療安全の担保、国民皆 保険制度の堅
持に寄与することを目的とする。

メーカー 販売業者 使用者



日本医療機器販売業協会
商品マスタDB

国立大学病院
材料購入実績DB

感染防護用品
データベース

感染防護用品データベース概念図

メーカー
生産国・生産地情報
国内在庫情報

【対象】マスク・ガウン・エプロン・手袋
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WEBページで検索可能
＊「国内在庫情報」を追加
令和4年9月2日に内閣府の新型コロナウイルス感染症対策本部から出された、
「新型コロナウイルス感染症に関するこれまでの取組を踏まえた次の感染症
危機に備えるための対応の具体策」において、「個人防護具の備蓄等」につ
いて示されている



• 国立大学病院で採用している製品を確認し、自院の購入検討時の参考とする
• 自院で購入している製品の生産地が水害等により被災して生産できなくなった場合、
代替品を探す 他

国立大学病院以外のユースケース

WEB公開用：PPE（感染防護用品）データベース
国立大学病院のユースケース

• 自大学で購入している製品の生産地が水害等により被災して生産できなくなった
場合、代替品を探す

• 単一地域で生産されている製品を購入している場合、欠品のリスクに備えるため、
調達先の多元化を検討する

• 他大学採用製品の購入を検討する 他
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WEB公開用：PPE（感染防護用品）データベース

約1,400件収載
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• 生産地が水害等により被災した場合、生産できなくなった製品の代替品を探す

WEB公開用：PPE（感染防護用品）データベース

＜検索条件の例＞
カテゴリ：ガウン
生産国：ベトナムを除外

検索結果一覧

生産国・地域のマップ

商品ごとの詳細



WEB公開用：PPE（感染防護用品）データベース
• 単一地域で生産されている製品を購入している場合、欠品のリスクに備えるため、調達先の多元化を
検討することが可能

＜検索条件の例＞
カテゴリ：マスク
規格・製品番号：N95
生産地域：非公開を除外

検索結果一覧

生産国・地域のマップ

商品ごとの詳細
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• 国立大学病院で採用している製品を確認し、自院の購入検討時の参考とすることが可能

WEB公開用：PPE（感染防護用品）データベース

＜検索条件の例＞
カテゴリ：手袋
キーワード検索：ニトリル
メーカー名：宇都宮製作

検索結果一覧

生産国・地域のマップ

商品ごとの詳細
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WEB公開用：PPE（感染防護用品）データベース
• 国立大学病院で採用している製品を確認し、自院の購入検討時の参考とすることが可能

＜検索条件の例＞
カテゴリ：エプロン

検索結果一覧

生産国・地域のマップ

商品ごとの詳細
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２.新型コロナウイルス感染症への対応について
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第８波の影響

1日あたり延入院患者数（新型コロナ）

10月中旬以降、新型コロナウイルス感染症の受け入れ患者が再び増加

・ 院内クラスター、職員の感染等により一部診療を制限
・ 新型コロナウイルス感染症患者受入拡大に伴い、通
常医療でも一部診療を制限

・ 不急の検査、入院の延期やコロナ陽性患者の複数発
生時は非感染患者の早期退院

当該期間中に生じた臨時対応

第8波への懸念

・ 上記した臨時対応の長期化、拡大
・ 病院全体及び感染制御部の業務増

・ 教職員への新型コロナワクチン(BA.4/5)接種、濃厚
接触者の待期期間短縮を目的とした遺伝子検査の
実施

・ BCPを作成しフェーズに応じて対策をとっている

第8波への備え、取り組み等

急増するコロナ患者に対して、診療体制の安定的な確保を懸念
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「地域の実情を踏まえた柔軟な対応」「医療資源が乏しい地域におけるコロナ対応力の維持・確保」を目的に都道府県知事の判断で以下のケースを
減額調整の対象としないことを可能とする

病床確保料の減額調整について

第8波の影響も懸念される中、引き続き重症患者を中心としたコロナ対応で
大学病院に求められる医療提供体制を維持

<R4.10.28、R4.11.21 厚労省事務連絡>

出典:9/26厚労省から関係団体への説明資料

・ 即応病床使用率50％以上の医療機関

地域での安定的な病床確保が懸念されていた中で、
以下の診療科・医療機関が追加された

・ 周産期、小児、透析、精神の4診療科
・ 地域のコロナ病床確保に中核的な役割を果たす基
幹的医療機関

・ 構造上の事情により病棟単位でコロナ病床を確
保・運用する医療機関

・ 都道府県知事がそれらに類する特段の事情がある
と認める医療機関

＜ 10/1当初のルール ＞
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３.光熱費・物価高騰の影響について
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節電努力の限界を上回る光熱費の増加

220 
344 億

億

国立大学病院全体での負担増加額（対前年度）
R4.6時点での試算は70.1億円の負担増

直近R4.10の試算では

124億円の負担増

しかし、県からの支援額はたったの5.8億円

R4.10 国立大学病院長会議調光熱費の負担増調

 集中治療室や手術室などの施設設備は24時間連続稼働を要する
 エネルギー消費量が大きく、停止することのできないＭＲＩなど、高機能な医療機器が多数稼働する

節電にも限界が！コストを医療費に価格転嫁できない！

R3実績 R4試算（R4.10時点）
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※支援単価が判明しているもののみ計上



令和4年度における新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の取扱い
及びコロナ禍における原油価格・物価高騰等総合緊急対策について、９/20に総額
6,000億円の重点交付金の交付を閣議決定

・ 都道府県からの支援については
9病院が未だ受けられる見込無し

・ 依然として都道府県の対応に大きな差
・ また支援受けられても負担増加額124億円の
約4.7％程度に留まっている

合計

約5.8億円
の支援見込

臨時交付金による支援は不足

迅速かつ効果的な支援を要望
・高エネ設備を要する病院への配慮
・負担増に応じた財政支援 等

R4.11 国立大学病院長会議調

12/2現在 都道府県からの支援見込み（44病院）

9 

35 
あり

（31都道府県）

病院

なし

（9都道府県）
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※支援単価が判明しているもののみ計上



平均15.2%UP

令和3年度全購入金額で算出すると

約 206億円分の負担増
（附属病院収益に対する材料費率 約1.6％の上昇)

R3年度 R3年度購入ベースに
R4年度値上割合を反映

• 各国立大学病院に、医療材料メーカーの値上割合調査を実施
• 国立大学病院と取引のある930メーカー中、533メーカーが値上
• 購入金額の高い上位100メーカーで全購入金額91％を占めている

※大学により購入製品が様々なためバラつきあり
※外れ値100%以上（全体の2.5％）は除外

206億円

国立大学病院 医療材料メーカー別 値上割合調査

光熱費と医療材料費を合算すると、

約330億円の大きな負担増
その他にも薬剤費や委託費等の高騰も見込まれる

医療材料費も値上による負担増
R4.10 国立大学病院長会議調
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各メーカーから値上の連絡があったものの平均



・ 新型コロナウイルス感染症の流行以降、診療制限等の影響から病床確保料等の支援が なければ大幅な損失となっ
ていた。また、R4年度も引き続き、コロナによる診療制限等の影響に加え、光熱費・物価高騰の影響から更なる減益が
見込まれる

利益を確保できなければ、新規投資や既存施設・設備の更新に必要な財源が不足。事業の継続性にも影響

コロナ＋光熱費＋材料費高騰の影響

R4年度経常利益の試算について（R3年度の実績をベースに試算）
附属病院収益の増 +228億円 光熱費負担の増 ＋124億円
臨時交付金（光熱費） +5.8億円 医療材料の値上げ ＋209億円（附属病院収益に対する材料費率+約1.6％)
病床確保料（上半期）+337億円 R4.10国立大学病院長会議にて調査
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単位：億円

出典：財務諸表（病院セグメント情報）より
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コロナ前から続く医療機器と建物の老朽化

・ 減益傾向の経営状況、R2年度以降は コ
ロナや物価高騰といった先行き不透明な影
響から、投資は足踏み状態

・ 多くの医療機器が耐用年数を超過しており、
価値の残存率は取得時のわずか24％程度
でリースも活用しながら踏みとどまっている

・ 更に建物の価値残存率の低下も確実に進
行している

・ 安全安心な医療を支えるインフラが
危機に瀕している大学病院に
求められる機能を維持するために、
引き続きのご支援・ご理解をいただきい

出典：財務諸表（病院セグメント情報）より

価値残存率：（取得原価-減価償却累計額）÷取得原価
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下げ止まり
＝これ以上の低下は限界

年々低下している
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４.医師の働き方改革への取組状況について
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1860時間を超える医師
2022年8月時点における時間外・休日労働時間1860H超の医師数

1860H超 1860H以下

484人
（2.2％）

21,493人

・ 484人の医師が1860時間を超える
時間外・休日労働を行っている

・ これらの医師について2024年4月に向け、
時間外・休日労働時間を1860時間以内
に縮減する必要がある

R4.8国立大学病院長会議調

今後、労働時間短縮の取組を更に推進しても、2024年4月に時間外・休日労働時間数が
1860時間を超える見込みの医師数
（参考）2022年9月 厚生労働省「第3回医師の働き方改革の施行に向けた準備状況調査」では国公私立８大学病院で69人

2022年11月上記調査に基づき、国立大学病院長会議の再調査では４人

・ 労働時間短縮の取り組み推進するには、勤務体制の見直しやタスクシェア・シフト等、財政負担を
伴う様々な工夫や取り組みが必要

・ 働き方改革・地域医療構想・医師の偏在対策の三位一体での改革推進・実現に向けた、ご支援、
ご協力をお願いしたい 21



働き方改革対応に伴う人件費増

4,900 

5,034 

5,181 
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5,412 

100%

その他, 113%

医師, 105%

看護職員, 104%
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全体計, 106%
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人員数の推移（H29を100とした場合）と人件費（億円）

人件費額 その他 医師
看護職員 メディカルスタッフ 全体計

・ 既に医療の高度化への対応、働き方改革
対応のため、継続的に人員を増やしている

・ 人件費も毎年約100億円増加
・ 労働時間短縮の取り組み推進に伴い、今
後も 人件費の増加が見込まれる

働き方改革を継続して実現していくためにも
診療報酬等による更なる評価を
お願いしたい

H29          H30           R1            R2            R3

出典： 人員数 「国立大学病院 病院資料（診療・組織）」より
人件費 財務諸表（病院セグメント情報）より 22
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